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　特集　海外安全対策　日頃の備え

ւ֎事業体との連携を支͑Δ΋の�
当社は、多くの従業員が出張や出向で海外に

赴いており、日本本社と海外事業体が協働して

海外安全に取り組んでいる。両者の緊密な連携

を支えるのが、トヨタウェイと問題解決である。

トヨタウェイは、全世界のトヨタで働く人が

共有すべき価値観。その人事労務編では、相互

信頼と自らの責任を果たす事が基本理念だ。

問題解決は、当社にとって単なるロジカルシ

ンキングの手法にとどまらず、トヨタの仕事の

仕方そのもの。問題解決が、全従業員の仕事の

仕方の行動規範になっている。

この２つが、組織間のコミュニケーションの

「共通言語」として浸透していることで、グロー

バルトヨタ全体の緊密な連携とチームワークを

形成している。

海外安全の取り組みで、日本本社の役割は、

「未然防止活動」と「国をまたぐ支援」である。

「未然防止活動」の事例
ւ֎ग़ுՄ൱ج४
当社の基準は、外務省の危険レベルに準じて

いる。危険レベル１（十分注意してください）以

下は出張可。レベル３（渡航は止めてください）

以上は渡航不可、と線引きしているが、レベル

２（不要不急の渡航は止めてください）について

は、原則出張不可だが、必要不可欠な出張は個

別判断としている。その個別判断の際は、日本

本社が一方的に決定せず、現地事業体と議論を

つくす。 

例えば、パキスタン・カラチ市では、本年４

月に邦人が受傷する爆破事件が起こった。当社

では、即座に出張禁止措置を取り、一部の緊急

案件を除き現在も出張を禁止している。この判

断は、現地事業体と毎月リモート会議を行い、

現地感覚を尊重しつつ、相互が納得するまでコ

ミュニケーションした結果だ。

ϩシΞୀආͰのֶͼ�
2022年２月、ロシアがウクライナに侵攻。

当社では、全員退避の方針を決定し、現地生産

を停止。日本人スタッフは商用便で順次帰国、

３月半ばには退避を終えた。経営層は、陸路・

空路など複数の退避ルートを検討した結果、最

も確実な商用便で３月末までに帰国した。 

学んだのは、退避手段はやはり空路商用便が

本命ということ。例えば社有機の使用は離発着

トヨタの海外安全の取り組み
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本社人事 地域統括
事業体 各拠点

インシデント対応拠点直接サポート未然防止活動
国をまたぐ支援

理念

緊密な連携とチームワーク（個々の役割遂行と全体最適）

行動規範

出所：講演資料から抜粋
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（９月11日開催、日外協 「第 141 回 海外安全部会」での講演から抜粋）




